




HORIBAの30年：持続性のある成長の
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常に「やりがい」をもって仕事に取り組むことで、人生の

一番良い時期を過ごす「会社での日常」を自らの力で「お

もしろおかしい」ものにして、健全で実り多い人生にして

欲しいという前向きな願いが込められています。そのた

めに会社は「おもしろおかしく」働ける舞台を提供します。

そこで従業員が「おもしろおかしく」仕事をすれば、発

想力や想像力が増すとともに、効率も上がり企業価値

が高まります。その結果、お客様、オーナー（株主）、サプ

ライヤー、そして社会とWIN-WINの関係を構築できます。 

社是「おもしろおかしく」 
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ずっと変えないこと 
●社是「おもしろおかしく」　●企業文化「オープン＆フェア」「チャレンジ精神」　　



実績 

お客様の近くに 

（直販化の推進） 

注）1998年度上期と2007年度上期の国内売上高の比較。 
　  直接販売は当社の営業員が直接顧客と 
　  対話をする製品・サービスの売上高 

注）1995年度と2007年度の 
　  地域別売上高の比較。 
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自動車計測システム機器部門への 

依存度が低下 

（バランス経営の進展） 

日本市場への依存度が低下 

（バランス経営・グローバル化の進展） 

注）1995年度と2007年度の 
　  事業部門別売上高の比較。 

変えてきたこと 
●グローバル化（ビジネス、人財）　  　　●お客様との距離（直販化の推進） 
●経営のバランス（事業分野、地域展開） ●会社の規模（売上高、利益、従業員数） 
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注）1995年度と2007年度の 
　  グループ人財の国籍の比較。 

人財が多国籍に 

（グローバル化の進展） 
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●継続的な人財育成　●継続的な研究開発投資 
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【2007年度（2007年12月期）の業績について】 

決算期の変更について 将来の見通しに関する注意事項 

当会計年度の連結決算業績は、自動車産業において燃費

改善をめざした新車・新エンジン関連の研究開発投資が

拡大したほか、年度前半を中心に半導体産業をはじめと

する民間設備投資が増加し、自動車計測システム機器部門

と半導体システム機器部門が大幅な増収・増益となりました。

また、為替レートが前年度と比べて円安に推移したことに

より、採算性も改善し、連結ベースの売上ならびに利益が

過去最高となりました。この結果、配当金は前年度の1株

当たり26円から39円へ増加しました。キャッシュフローに

おいては、事業の好調により、営業キャッシュフローが136

億円のプラスとなった一方、今後の成長に不可欠な基幹

情報システムの導入などの設備投資に９１億円支出し、

事業基盤の整備を進めました。 
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2006年12月期から決算期を従来の3月20日から12月31日に変更しました。それに伴い、2006年
12月期は（株）堀場製作所ならびに（株）堀場アドバンスドテクノが2006年3月21日から2006年
12月31日までの9ヶ月＋11日、（株）堀場エステックが2006年4月1日から2006年12月31日までの
9ヶ月の変則決算となりました。その他の連結対象子会社につきましては、決算期が以前から12月
31日であったため、12ヶ月の決算に変更ありません。業績比較の際にはご注意ください。 

このアニュアルレポートには、当社および関係会社の将来についての計画や戦略、業績に関する
予想および見通しの記述が含まれています。これらの記述は、現時点で入手可能な情報から判断
した仮定および所信に基づく見通しです。このため実際の業績は、さまざまな外部環境の要因に
より、当社の見込みとは大きく異なる結果となる可能性がありますことをご了承ください。 
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私たちは持続性のある成長をめざします 

HORIBA（堀場製作所とグループ会社）は 

「環境」「健康」「安全」「エネルギー」など人々の暮らしに欠かせない分野で、 

分析・計測機器を提供するグローバル企業です。 

高い技術力とグローバルなネットワークを駆使して事業展開しており、 

世界シェア80%のエンジン排ガス計測システムなど、 

世界トップクラスのシェアを有する製品が売上高全体の約6割を占めています。 

 

この10年間は営業利益が年率12%成長するなど、 

収益面での「見える」部分が大きく改善し、2007年には2010年を最終年度とする 

中長期経営計画の営業利益目標を3年前倒しで達成しました。 

その一方、人財、技術、ブランドなど 

「見えない資産（＝財務諸表に載らない資産）」を育成するために 

長期的な視点での投資を継続して行い、持続性のある成長をめざしています。 
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連結売上高 営業利益率 

注）2006年12月期は、決算期を3月20日から12月31日に変更したことにより、変則決算となっています。（P.3ご参照） 
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堀場 厚 
代表取締役会長兼社長 

1

Michel Mariton 
分析システム機器部門（科学機器事業）セグメントリーダー 

2

長野 隆史 
自動車計測システム機器部門セグメントリーダー 

3

齊藤 壽一 
半導体システム機器部門セグメントリーダー 

4

Bertrand de Castelnau 
医用システム機器部門セグメントリーダー 

5

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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HORIBA Group

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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is One Company
HORIBAの経営は事業部門と地域のマトリックス経営です。 

それぞれがオーナーシップを持ちながら、社是「おもしろおかしく」など共通の企業文化の下に集い、 

それぞれの強さを「n倍化」（共有化）することで企業価値を高めていきます。 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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社長メッセージ：ステークホルダーの皆さまへ 

2007年度は自動車や半導体産業における設備投資の活況や、HORIBA製品の競争力強化によるシェ

アの上昇などの要因により、HORIBAの事業は好調に推移しました。売上高は1,443億円、営業利益は

165億円、当期純利益は87億円とそれぞれ過去最高を記録しました。この結果、過去10年間の年間成

長率は売上高9%、営業利益12%と大幅に伸長しました。2008年度については、半導体業界の設備投

資の減少、円高など、事業環境が厳しくなることが見込まれますが、中長期的な成長力に影響を与える

ものではありません。 

2007年度（2007年12月期）の業績は過去最高を記録 

2006年3月に発表した「中長期経営計画」は順調に進捗しています。最終年度となる2010年度の目標

営業利益額を2007年度に3年前倒しで達成し、売上高のターゲットである1,500億円の早期達成も見え

てきました。また、単なる数値目標の達成だけでなく、自動車計測システム機器部門や日本市場に偏って

いたこれまでの収益構造から、４つの事業部門と3 つの地域の収益バランスが取れてきたことも

重要なポイントです。 

中長期計画の順調な進捗は、HORIBAの事業分野である自動車や半導体産業における設備投資の

活発化など事業環境改善による要因もありますが、海外を中心としたM&Aや提携、新興国における工

場・販売拠点の整備、営業活動の直販化推進、そして「One Company」経営の導入など、HORIBA

がこの10年あまりの間に行ってきたさまざまな取り組みが実を結んだ結果だと考えています。従って、現

在行っている施策は１０年後に実を結ぶ大切な種まきということになります。 

中長期経営計画の順調な進捗 

中長期経営計画の骨子（2006～2010年度） 

● 売上高2,000億円企業に 
　 向けた土台作り 

● バランスの取れた事業の成長 

● 「見えない資産」の価値向上 
（　）は2007年度実績 

2010年度 
目標数値 

売上高 1,500億円（1,443億円） 

営業利益率 10.0%以上（11.5%） 

ROE（株主資本当期利益率） 11.0%以上（11.4%） 

One Company経営を実現し、真のグローバルカンパニーをめざす 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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HORIBAが10年前も現在も変わりなく継続的に行っている活動には、グローバルに通用する「人財」

の育成があります。10年後のHORIBAは１人のスーパーマンで経営できません。そのようなスーパー

マンの育成は不可能です。しかし、個々の分野で素晴らしい才能を持った人財を集めて、スーパー

ドリームチームを作ることはできると考えています。そのような仕組みを世界レベルで経営層から末端

の組織まで展開していきます。そのための準備として、海外研修や実際のビジネスを通じてグローバ

ルなコミュニケーションのとれる人財を地道に育てています。それに加え、主力事業でありこれまでグ

ローバルに成功を収めてきた自動車計測システム機器部門の人財を他の事業部門や各地域の責

任者に任命することを積極的に行っています。HORIBAでは、これを「人財のn倍化」と表現してい

ます。自動車計測システム機器部門の人財に新たなチャレンジをさせるとともにその成功の遺伝子を

他の事業部門や地域で浸透・拡大させていくことを目的としています。 

 

人財の育成とｎ倍化 

n倍化の発想：それぞれの強みを他の事業部門に活かし価値創造 

自動車計測システム機器部門の 
事業経営力 

分析システム機器部門の 
基礎技術 

医用システム機器部門の 
M&A後の経営統合の経験 

半導体システム機器部門の 
開発スピード 

各事業部門の強みを他の事業部門に応用展開することにより多元的に価値創造。（P.13 ご参照） 

半導体 

自動車 

自動車 

医用 

医用 

半導体 

分析 

自動車 分析 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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2002年度 

営業利益率 

事業部門の成長性・収益性の推移 

注）売上高成長率はそれぞれ過去5年間の年率換算、営業利益率はそれぞれの年度、丸の面積は売上高の規模を示す。 

売上高成長率 
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私は、米国市場と医用システム機器部門の事業展開を、現状の重要な経営課題と位置付けています。

それぞれHORIBAにとって対象とする市場が最も大きい事業や地域であると同時に、最も競争が激し

いエリアです。米国市場は世界の分析･計測機器の約40%を占める巨大市場であり、また医用システム

機器部門で展開している検体検査機器は2兆円を超える市場規模です。この２つのエリアで競争に勝っ

てこそ、HORIBAが「真のグローバルカンパニー」と呼ばれるにふさわしくなると考えます。 

米国では1970年に合弁会社を設立以来、事業を展開していますが、近年行ってきたM&Aにより拠点

数が増加し、そのことが逆に米国におけるパワーの分散という結果を招きました。その対策として、2008

年初頭にこれらを一つの持株会社の下に統合・再編しました。これにより、HORIBAグループのパワー

を結集し、販売力やマーケティング力の強化を図るとともに、事業運営の効率化を進める体制を整えました。

また、これまでは製品開発機能が日本に偏っていたため、多くの事業で米国市場の特性に適応した

製品開発ができていませんでした。その反省に立ち、2007年7月に新たな戦略的開発拠点として「HORIBA

テクノロジーセンター」（P.15 ご参照）をカリフォルニア州のシリコンバレーに開設しました。 

一方の医用システム機器部門は、中長期的には最も成長のポテンシャルがある事業と位置づけ、これま

で多額の投資を行ってきました。しかしながら、事業規模は拡大しているものの、成長のスピードと現状

の収益性は満足できるレベルではありません。競合メーカにはない幅広い分析・計測技術を持つ

HORIBAの強みを活かした製品開発力とホリバABX社（フランス）のユニークな製品企画力を武器に、

他社と差別化した製品展開を進めます。 

経営課題は米国市場と医用システム機器部門 

2007年度 

営業利益率 

売上高成長率 

自動車 分析 医用 半導体 
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代表取締役会長兼社長 

2008年4月 

現在の中長期経営計画の順調な進捗を受けて、2013年をゴールとする新たな中長期計画の策定

に着手します。これまでの会社の成長の延長線上では、売上高を2,000億円、3 ,000億円に伸長さ

せるといった未来図は実現できません。事業戦略とそれを支える人財、技術、ブランドなどの「見えな

い資産」を育成するための積極的な投資や取り組みが必要です。HORIBAは会社設立から55年

が経過しましたが、この間一貫して社是｢おもしろおかしく」に象徴されるユニークな企業文化を

中心に据えた経営を行ってきました。このことがグローバルに通用する「見えない資産」を育み、それ

が最終的に「製品」という目に見えるものに形を変え、企業価値を生み出します。従って、いかに優

れた「見えない資産」を持っているかが、企業の競争力の原点となります。HORIBAは今後も「見

えない資産」の価値向上を追求します。 

HORIBAは日本に本社がありますが、単に世界でビジネスを行うインターナショナルな日本企業では

なく、それぞれの国・地域によって異なる文化・習慣・価値観などを正しく理解し、現地従業員とともに

その地に根ざしてビジネスを行う、日本で数少ない真のグローバル企業をめざします。この企業理念

を着実に実践していくことにより、継続的な成長を確かなものにするとともに、グローバル企業として、

世界の投資家からも市場で正しく価値評価されると確信しています。 

世界経済の先行きは非常に不透明ですが、このような時だからこそ、何もせずにじっとしているので

はなく、逆にチャンスと捉え、慎重かつ大胆に行動したいと考えています。 

 

ステークホルダーの皆さまにおかれましては、このようなHORIBAの経営

ポリシーをご理解いただき、末永くお付き合いいただきますようお願い

申し上げます。 

 

「見えない資産」の価値を向上し、真のグローバル企業へ 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 



各事業部門の売上高に占める世界シェア第１位、第２位製品の比率（シェアは当社推定） 
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価値創造の可能性 

HORIBAは、売上の規模拡大を追求するのではなく、それぞれの製品で高い市場シェアを獲得するこ

とを重視しています。トップシェアを獲得すると様々な良質の情報を競合他社に先がけて得ることができ

るため、お客様のニーズにマッチした製品およびソリューションの提供が可能になります。それは競争力

強化につながり、さらなるシェア向上が実現します。エンジン排ガス計測システムにおいてはまさしくこの

手法で、世界シェア80%の獲得に至り、価値創造を達成しました。この経験は他の事業部門の価値

創造にも活かされており、現在、世界トップクラスのシェアを有する製品が連結売上高の約6割を占めて

います。今後も、比率のさらなる向上をめざします。 

世界シェアの上昇 

地域別では、米州と並び、中国やインドなどアジアの新興諸国が成長の牽引役を担うと期待しています。

日本を除くアジアは、最近５年間で年率24%の売上高成長を果たし、今後も高い成長性が見込まれます。

特に環境規制関連の需要に関しては、日本市場でこれまで培ってきたノウハウを活かすことができます。

一方、米国市場は世界の分析・計測機器市場の約40%を占める最大市場ですが、HORIBAにおける

売上高比率は現状約20%と低く、事業拡大の余地は大きいと考えています。そのために人財や資本な

どの経営資源を積極的に投入します。 

アジアと米州での成長 

自動車 分析 医用 半導体 

地域別売上高 

2003.3 2007.12

欧州 米州 日本 アジア（除く日本） 

1,600
（億円） 

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0
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各事業部門の強みを他の事業部門に応用展開するなど、HORIBAは「n倍化」の発想を用いて、

多元的な価値創造に取り組んでいます。例えば、グローバルな事業展開ノウハウに関しては、世界市場

での競争を経験している自動車計測システム機器部門が、社内のビジネススクール的な役割を担って

います。この事業部門でグローバルな事業運営の実績を積んだ人財が、事業と地域を軸とした「One 

Companyマトリックス経営」の実現に向けて活躍しています。事業部門では半導体システム機器

部門のリーダーが、地域では米州のリーダーが、自動車計測システム機器部門で経営の実績を積んだ

人財です（Ｐ.14  ご参照）。他にも、分析システム機器部門で生み出される最先端技術、医用システム

機器部門でのM&A実施後の事業融合ノウハウ、半導体システム機器部門のフレキシブルな生産対応

など、それぞれが培った強みを他の事業に波及させ、価値の「n倍化」を図っています。このやり

方は、HORIBAの価値創造の手法として確立しました。今後も「n倍化」の発想による価値創造の

可能性を追求していきます。 

One Companyの実現とn倍化の発想 

HORIBAグループ全社をあわせて1つの企業体「One Company」と考え、事業資源を

共用することで、経営の効率化とグローバル化をめざしています。従来の会社単位での

経営体制から、4つの事業部門を縦軸、3つの地域を横軸としたOne Companyマトリッ

クス経営体制への組織変革を進めています。 

One Companyマトリックス経営 

アジア 

米州 

欧州 

自動車 分析 医用 半導体 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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1962年生まれ。1985年堀場製作所に入社。米国カリフォルニ

ア大学アーバイン校（UCI）燃焼研究所に派遣されるなどエンジ

ン排ガス計測システムの研究開発に従事。2004年-2006年自

動車計測システム機器部門セグメントリーダーとして、カール・シェ

ンク社の自動車計測機器事業の買収などを経験。2007年ホリバ・

インターナショナル社（米国）社長に就任。工学博士。 

足立 正之 （あだち まさゆき） 

1958年生まれ。1985年堀場製作所に入社。エンジン計測企画

開発部長を経て、2000年ホリバ・インスツルメンツ社（米国）社長

に就任。入社以来2度、計14年に渡る米国駐在を経験し、米国

市場における事業拡大に注力。2005年堀場製作所取締役、

2008年堀場エステック取締役副社長に就任。現在、半導体シ

ステム機器部門セグメントリーダー兼務。 

齊藤 壽一 （さいとう じゅいち） 

米国市場開拓に向けて 

米国市場は、世界の分析・計測機器市場の約40%を占める大きな市場であり、主要な競合企業の本拠

地です。一方、HORIBAの売上高全体に占める比率は現状約20%と低く、これを市場構成比に近づけ

ていくことが課題です。 

 

自動車計測システム機器部門の米国での成功から学んだことは、カタログなどの販路による汎用製品の

大量販売ではなく、お客様と一緒にソリューションを見つけるやり方でこそ、HORIBAの強みが発揮さ

れるということでした。米国で巨大な市場を形成している石油産業や医療分野など、HORIBAが

参入できる分野は多くあります。しかし、日本市場向けに開発した製品を米国で展開するという従来か

らの単純な手法ではなく、米国のお客様のニーズにマッチしたものを現地で開発するという新たな取り

組みが必要になります。そのための大きな布石がHORIBAテクノロジーセンターの設立です。当面は、

半導体システム機器部門での開発スピードと質の改善に集中的に取り組みますが、中期的には他の事

業の米国市場におけるシェア拡大に向けた開発、マーケティング拠点として活用する予定です。 

米国市場での展開 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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開発のスピードアップ 

米国の開発者：初期のスピードで優れている 日本＋米国：両者の強みを融合 

日本の開発者：質の改善で優れている 

開発成果 開発成果 

開発成果 

HORIBAテクノロジーセンター（シリコンバレー） HORIBAテクノロジーセンターの技術者たち 

2007年7月、世界のIT産業の中心である米国シリコンバレーにHORIBA初の研究開発活動に特化

した海外拠点を設立しました。半導体システム機器部門の主要顧客のすぐ近くに開発拠点を持つことで、

HORIBAの存在感を高めるとともに、お客様の声を活かした開発が可能になりました。 

開発のスピードアップは、HORIBAにとって大きな課題です。米国の開発者は開発初期のスピード面で強

みを発揮する一方、日本の開発者は質の改善に秀でています。両国の開発者の強みを活かしつつ相互

補完するという開発スタイルの有効性は、エンジン排ガス計測システムの世界シェアを80%に高めた

MEXA-7000の開発時に実証されました。HORIBAテクノロジーセンターを最適に機能させ、将来的に半

導体システム機器部門以外の事業部門へも横展開していくことにより、価値創造の「n倍化」をめざします。 

HORIBAテクノロジーセンター 

AKT

AMD

INTEL

Intevac
VISHAY

HORIBA 
テクノロジーセンター 

Applied Materials

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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事業部門・地域別の概況 

地域別概況 

・日本（アジアの72%）は、 
 研究開発用、環境規制関連を中心に 
 高シェア、安定成長 

・中国、インドなどが高成長 

・世界の分析計測機器需要の40％を占める 
 主要市場であり、シェア拡大の余地は大きい 

・HORIBAテクノロジーセンターを 
 拠点に競争力強化へ 

・医用・半導体分野の 
 製品開発と販売力強化に注力 

・欧州における企業買収 
 （ホリバ・ジョバンイボン社, ホリバABX社）と 
 事業買収（DTS事業） 
 効果で売上増加 

・東欧・ロシア市場で 
 需要拡大の見込み 

事業部門別概況 

分析システム機器部門 

医用システム機器部門 

半導体システム機器部門 

自動車計測システム機器部門 

自動車開発の現場を強力にサポート 

世界標準機として世界シェア80%を有するエンジン排ガス計測システム、事業買収により製品ラインアップに加わった各種

自動車開発用計測装置を自動車産業などの研究開発・品質管理の現場に提供しています。これらは燃料高騰などで開発

スピードが加速している、ハイブリッド、ディーゼル、バイオ燃料など新エンジン開発には不可欠な製品です。 

 

分析・計測技術の創出とビジネスを両立 

500種類以上の製品を最先端科学技術分野、大気・水質などの環境計測分野に販売しています。対象は主に小規模市場

（ニッチ市場）であり、高レベルの分析技術ノウハウと顧客サポート体制をベースに高いシェアを獲得しています。また、

分析・計測の基礎技術開発を通じて、他の事業部門へ新たな分析・計測技術を供給する役割を担っている事業部門です。 

巨大な安定成長市場に積極的に製品展開 

全世界で２兆円を超える検体検査市場において、主に血液検査機器と検査時に使用される検査試薬を販売しています。

検査試薬の販売で収益を上げる事業モデルであり、従来の小型血球計数装置に加え、大型血球計数装置や生化学分析

装置などの新製品を継続的に投入し、検査試薬販売拡大につながる事業展開を積極的に行っています。 

半導体製造プロセスの歩留り向上に貢献 

変動は大きいものの高成長を続けている半導体産業において、半導体製造工程で使用されるガス・液体の流量制御装置

（マスフローコントローラ）と各種モニタリング装置を中心に事業展開しており、半導体の歩留り向上や加工技術の微細化な

どの技術進化に対応するソリューションを高いレベルで提供しています。 

アジア 米州 欧州 

売上 
構成比 

36%

売上 
構成比 

28%

売上 
構成比 

18%

売上 
構成比 

18%

売上 
構成比 

50%

売上 
構成比 

21%

売上 
構成比 

29%
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外部環境変化の影響 

主要製品： 
 
 

 
主要顧客： 
 

 
製品用途： 

エンジン排ガス計測システム、使用過程車用排ガス分析計、車載型排ガス分析装置、 
燃料電池評価システム、ドライブラインテストシステム、エンジンテストシステム、 
ブレーキテストシステム、ドライブレコーダ 

 
自動車メーカ、オートバイメーカ、自動車部品メーカ、汎用エンジンメーカ、官公庁、石油会社、
自動車整備工場 

 
新車・新エンジン開発、完成車検査、使用過程車車検 

主なリスク要因 
 

世界の自動車産業の 

研究開発投資の変動 

主なリスク要因 
 

価格競争による販売価格の

下落、各種環境規制動向に

よる需要変動 

主なリスク要因 
 

各国の医療保険制度変更 

による収益性の変動 

主なリスク要因 
 

半導体産業の景気変動 

（シリコンサイクル）による 

需要の急激な変化 

主要製品： 

 

 

 
主要顧客： 

 
製品用途： 

科学用分析装置（粒子径分布測定装置、蛍光Ｘ線分析装置、ラマン分光測定装置、 

分光器、グレーティング）、環境用測定装置（pHメータ、煙道排ガス分析装置、 

水質分析装置、大気汚染監視用分析装置） 

 
製造業、国家研究機関、大学、官公庁、電力会社 

 
研究開発、製品品質検査、排水・排出ガス測定、環境汚染調査、犯罪捜査 

主要製品： 

 

主要顧客： 

 

製品用途： 

血液検査装置（血球計数装置、免疫測定装置、生化学用検査装置、血糖値検査装置） 

 

検査センタ、中小病院、開業医 

 

健康診断、病気診断 

主要製品： 

 

 

主要顧客： 

 

製品用途： 

マスフローコントローラ、薬液濃度モニタ、半導体・液晶用薄膜計測システム、 

半導体異物検査装置、残留ガス分析装置、真空計 

 

半導体製造装置メーカ、半導体デバイスメーカ、洗浄装置メーカ 

 

半導体製造工程におけるガス流量制御・洗浄薬液モンタリング、半導体・液晶の品質検査 

素材価格上昇の影響 為替変動の影響 

原油や金属などの素材価格の上昇は、製品コストに占める割合が比較

的低いことから、現状製品コストの大幅な上昇の要因とはなっていません。

一方、素材価格の上昇は、自動車の燃費改善や各種省エネ技術開発

など新たな研究開発投資を生み出すことから、HORIBA製品の需要増

加につながると考えられます。 

 

販売地域のバランスが取れてきたことから、為替変動の収益への影

響は相対的に小さくなってきていますが、現状米国での生産比率が低

いため、円・ユーロに対するドル安は米国市場における競争力の低下

や収益悪化要因となります。為替変動の営業利益に対する感応度は、

円に対して米ドルが1円あたり78百万円、ユーロが1円あたり36百万

円（円高で減少、円安で増加）となっています（2007年度実績）。 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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自動車計測システム機器部門 

HORIBAは品質・性能において世界で最も厳しい日本の自動車産業の要求に応えてきた結果、世界シェア80%のエン

ジン排ガス計測システムなど、自動車計測機器分野で競争優位を築いてきました。今後は以下の施策を実行することで、

さらなる価値創造をめざします。 

 

2005年9月のカール・シェンク社（ドイツ）の自動車計測機器事業（以下、DTS事業）買収により、従来のエンジン排ガス計測

事業に加え、エンジン、駆動系、車両、風洞、ブレーキなど多くの自動車開発用計測機器のラインアップを強化しました。

この結果、当事業部門の対象となる市場は400億円から2,000億円規模となり、成長のポテンシャルが一気に拡大しました。 

 

現状、DTS事業は世界シェアが約10%とまだ売上ボリュームが十分でなく赤字を計上しており、当事業部門の営業利

益率は買収前の18.9%から2006年12月期には9.7%まで低下しました。しかし、排ガス計測事業で長年培ったお客様と

の信頼関係と強固な販売・サービス網を活用することにより、DTS事業の収益性改善に取り組んでいます。すでに販売

面でその効果が出ており、買収時と比べて年間売上は約1.5倍に拡大し、早期黒字化の目処が立ちました。 

 

さらには、DTS事業の買収により、従来、排ガス計測機器単品の機器販売が中心であった当事業部門のビジネス

モデルを、自動車開発全般のサポートを行うソリューション分野に広げることが可能になりました。単品の機器販売だ

けでは、事業範囲が限定されるだけでなく、価格競争に対する抵抗力も弱くなります。お客様とともに問題を解決して

きたこれまでの実績や経験が、エンジン排ガス計測システムの高性能・高品質を支え、市場優位の源泉となっているこ

とから、新たに加わった製品群と組み合わせることで提供できるようになった、自動車開発ソリューションに対しても、お客

様との信頼関係を強みとして、レベルの高いソリューションの構築が期待できます。また、一部の地域で既に実施してい

る試験機器全体のサービスメンテナンスビジネスや試験そのものを請け負うテスティングビジネスを、よりグローバルに拡大

することも視野に入っています。 

 

近年、地球温暖化や原油価格高騰へ対応するため、ハイブリッドやディーゼルなど燃費のいい自動車やエンジンの開発が

加速しています。HORIBAは、これらをサポートし、世界の自動車産業から最も信頼される自動車開発用計測機器メーカ

になるとともに地球環境の改善に貢献します。 

売上 
構成比 

36%

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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テスト領域 市場規模 
（億円） 

HORIBA 統合後 DTS事業 

排ガス 

エンジン性能 

駆動系 

車両 

風洞実験 

ブレーキ 

400

1,000

300

200

10

50

弱 

競争力 

強 

事業買収後の自動車計測システム機器部門の事業領域 

主要製品とマーケットシェア 

エンジン単体で排ガス計測や性能評価

などの各種実験・解析を行うシステム。

省スペースで実路走行時と同じ運転状

態をテストセル内において再現することが

可能となります。 

エンジンテストシステム 

エンジン排ガス中の化学成分を広い濃度

範囲にわたって同時かつ連続的に測定

する装置で、自動車産業などにおける研

究開発や製品検査で幅広く利用されて

います。 

エンジン排ガス測定装置 

注）各製品のマーケットシェアは当社推定値 

売上高・営業利益率 

国内自動車産業研究開発費と 
HORIBA自動車計測システム機器部門売上高の比較 

1999.3 2000.3 2001.3 2002.3 2003.3 2004.3 2005.3 2006.3 2006.12 2007.12
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売上高 営業利益率 
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欧州 
米州 
アジア 

世界シェア 

80%
売上構成比 

70%
世界シェア 

10%
売上構成比 

15%

注）2006年12月期は、決算期を3月20日から12月31日に変更したことにより、変則決算となっています。（P.3ご参照） 

国内自動車産業の研究開発費 
HORIBA自動車計測システム機器部門の売上高 

出典 

平成１8年「科学技術研究調査報告」　産業別研究開発費の推移（総務省） 

売上高内訳 

エンジン排ガス 
計測システム 

エンジン排ガス 
計測システム 

DTS事業 

エンジン性能 

駆動系 

車体 
ブレーキ 
その他 
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世界レベルで企業の法令順守への対応が求められる中、環境汚染物質の排出や製品のトレーサビリティなどの分野

で「正しく分析・計測する」ニーズは拡大しています。分析システム機器部門は、この継続的な成長が見込まれる

市場で事業展開をしています。当事業部門の収益性は、分析技術の基礎研究のための開発費負担が大きく、営業

利益率は過去数年間低い水準が続いてきましたが、売上高の伸びにともない改善してきています。 

 

当事業部門は、科学機器事業と環境・プロセス機器事業の2つに大きく分けることができます。 

 

当事業部門の約2/3の売上高を占める科学機器事業は、常に最先端の分析・計測技術を追求する事業部門であり、

ここで生み出された技術は他の事業分野にも応用展開され、その価値は「n倍化」されていきます。そのため、ビジネ

スの観点からは、このような技術革新を続けるための投資と開発・生産コストの改善を両立させることが大きな課題で

す。マーケットにおいては、さまざまな産業分野や研究機関における先端技術が年々高度化する中、それを支える研

究開発用分析・計測装置も、より高い性能と品質が求められるようになってきました。その結果、高価格帯で競合も比

較的少ない高級機種市場が拡大しています。100年以上の歴史を有するホリバ・ジョバンイボン社（フランス）は、高

度な分析・計測技術で、高級機種市場で優位性を維持するとともに、同社の世界トップレベルの分光技術は堀場製

作所製品にも活かされています。従来、ボリュームゾーンである中級機種市場で強みを持つ堀場製作所の製品展開

力と合わせ、売上高と利益の拡大を図ります。（P.21 科学機器の事業展開モデルご参照） 

 

環境・プロセス機器事業は、世界シェア約20%の工場などからの排ガス測定装置を軸に、水質分析、産業プロセス向

けに事業展開しています。市場の伸び悩みや価格競争激化などで、ここ数年低い収益で推移してきましたが、近年

の先進国における設備更新需要の増加や競合メーカの事業撤退により、売上が増加し収益性が改善してきました。

今後は環境汚染対策が急務である中国などの新興国での需要拡大が見込まれており、環境規制の厳しい日本にお

ける過去40年にわたる製品開発や事業経験のノウハウを活かし、販売拠点の強化や現地生産を進めることで、事業

を拡大していきます。（P.21 環境・プロセス機器の事業展開モデルご参照） 

売上 
構成比 

28%
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主要製品とマーケットシェア 

分光器は光を多くの色に分解し、スペクトルとして記録する

装置で、グレーティングは分光器の心臓部の部品になります。

ホリバ・ジョバンイボン社（フランス）の分光器は、プラズマ

発光分光、蛍光スペクトル測定からイメージ分光、品質管

理から生産管理まで幅広い分野での需要に応えています。 

分光器／グレーティング（回折格子） 

注）各製品のマーケットシェアは当社推定値 
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火力発電所やゴミ焼却場などの煙

道排ガス中のNOx、SO2、CO、CO2、

O2を高感度・高精度に測定する装

置です。1台でこれら5成分を同時に

連続測定できます。 

煙道排ガス分析装置 

科学機器の事業展開モデル 環境・プロセス機器の事業展開モデル 

産業の発展／市場の成熟度 

環境・プロセス機器の 
市場規模 

高級機種 非規制ビジネス 
（生産向上） 

規制ビジネス 中級機種 

低級機種 

堀場製作所 

ホリバ・ 
ジョバンイボン社 
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近年マーケット規模が拡大している中・高級機種市場で両社

の特徴・強みを活かして製品を展開。 

HORIBAは環境規制が厳しい日本における長年の経験・実績を活か

すことにより、新興国の経済発展を環境計測で支援します。 

欧州 
米州 
アジア 

売上構成比 

12%
売上構成比 

8%
世界シェア 

35%

1960年代の日本 

多くの新興国 

現在の日本 

先進国 中国 

強みを 
相互に活用 

世界シェア 

20%

売上高 営業利益率 

注）2006年12月期は、決算期を3月20日から12月31日に変更したことにより、変則決算となっています。（P.3ご参照） 

売上高内訳 
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医用システム機器部門 
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医用システム機器部門は、1996年のABX社（フランス－現ホリバABX社）買収により成長が加速し、優れた製品企

画力を武器に、新規参入が難しいと言われる医用機器市場で着実にシェアを伸ばしてきました。 

 

当事業部門のビジネスモデルは、血液検査装置などの医用機器の設置台数を増やし、検査時に使用される消耗品

の検査試薬を販売し収益を得ることです。これは、トナーの販売で収益を得るコピー機器ビジネスと類似しており、機

器の設置台数の伸びが将来の事業成長をめざすための必須条件となります。そのために、従来の小型血球計数装

置に特化した製品ラインアップから、より多くの消耗品販売が見込める、中・大型血球計数装置や生化学用分析機器

といった新分野への製品投入を2004年から積極的に取り組んできました。その結果、研究開発や製品拡販のため

の費用が増加し、2005年3月期から収益性が悪化しましたが、これは事業を継続的に成長させ将来の収益向上をめ

ざすための戦略的な先行投資です。他方、収益性の高い検査試薬の売上高比率（対事業部門全体の売上高）は

2001年－2002年度の40%前後から2007年度には50%超と着実に増加しました。将来的には60%程度まで販売比

率を高め、当事業部門の営業利益率の大幅な改善をめざします。 

 

製品展開については、競合メーカが全自動装置をフルラインアップする"囲い込み戦略"を取るのに対し、HORIBAは

製品のコンパクトかつ優れた操作性を活かし、他社製品と組み合わせてお客様のニーズに柔軟に対応できるシステ

ムを提供するなど、機動性に優れた展開を図っています。また、検査試薬の使用量を減らしランニングコストを抑える

戦略製品も市場投入しています。これはすでに機器を市場に浸透させている競合メーカは収益が悪化するため追

随できないユニークな戦略です。 

 

このように医用システム機器部門は、投資と利益獲得を両立させながら事業拡大を図り、中長期的に成長性と

収益性の両面でHORIBAの主力となることをめざします。また、医用システム機器部門の「機器+消耗品販売」と

いうストック型のビジネスモデルの完成度を高め、将来的にそのノウハウを他の事業部門にも応用展開し「n倍化」

することで、HORIBAの価値創造に貢献していきます。 

 

売上 
構成比 

18%
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検体検査市場における製品展開 

主要製品とマーケットシェア 

世界で初めて、血球とCRPの同時測定を

実現。CRPは、体内に炎症がある場合に

生産されるタンパク質の一種で、血球と

同時に測定することで、より迅速で信頼

性の高い感染症診断が可能となります。 

血球計数CRP計測装置 自動血球計数装置 

注）各製品のマーケットシェアは当社推定値 
※売上構成比には検査試薬の売上が含まれています。 
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売上高内訳 

従来の中・小型血球計数装置を中心とした事業展開から、大型血球計数

装置への縦軸と生化学測定機器への横軸の製品展開を積極的に推進。 

設置台数増加により検査試薬の売上高構成比は上昇傾向。 

医用システム機器部門における検査試薬の売上高比率 
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人間や動物の健康状態の測定に欠かせない血液検査で、血液中の赤血球・

白血球の個数をはじめ、ヘモグロビン濃度、血小板の個数を測定します。 

売上高 営業利益率 

注）2006年12月期は、決算期を3月20日から12月31日に変更したことにより、変則決算となっています。（P.3ご参照） 
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半導体システム機器部門 

半導体関連産業は、市況の変動が大きいことが特徴ですが、平均年率10%程度の成長性を有する市場です。

HORIBAは過去5年間、アジア市場を中心にマーケットシェアを伸ばしてきた結果、市場の成長を上回る年率13%の

成長を実現しました。また、2002年3月期の赤字計上から収益性も大きく改善しました。この間の取り組みとして、

まず主力製品であるデジタルマスフローコントローラは、従来数千あった製品のモデル数を数十程度にまで絞り込み、

プラットホームを共通化することにより大量生産が可能になるとともに、販売効率も改善しました。これにより、損益分

岐点が低下し市況変動に対する耐久力が増しました。その後、2005年10月に阿蘇工場（熊本県）を増築し増産体制

を整備したことにより、スムースな増産対応が実現しました。そのおかげで、2006年からの半導体市場の需要拡大の

タイミングをうまく捉え、売上高の拡大に大きく貢献しました。 

 

近年、半導体製造プロセスは半導体加工の微細化や歩留まり率向上などに対応するための進化が加速しており、それ

に対応できる技術力が求められています。このことは高精度ガス流量制御技術など性能面で優位に立つHORIBAの

マスフローコントローラにとっては追い風であり、現在36%のマーケットシェアを拡大させる好機となります。また、

HORIBAは分析・計測機器メーカという強みを活かし、各事業分野で有する各種分析技術で、プロセス中のモニタリング

装置や品質検査装置を開発・販売しており、半導体プロセスにさまざまな角度からトータルソリューションを提供できる

数少ない存在となっています。2007年7月には、半導体産業の中心である米国シリコンバレーにHORIBAテクノロジー

センターを設立しました。同センターは、お客様にさらに密着した製品開発と日米技術者のそれぞれの優れた特徴を活か

した協働による開発のスピードアップを目的としており、タイムリーな製品展開をサポートする戦略拠点と位置づけています。 

 

当事業部門は最も変動が激しい半導体産業が対象であることから、変化に適応できるスピードと柔軟性を有しています。

このような対応ノウハウを他の事業部門に転用し、企業価値の「ｎ倍化」に貢献します。 

 

売上 
構成比 

18%
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主要製品とマーケットシェア 

半導体洗浄工程で洗浄液濃度を監視する

小型モニタで、洗浄液の無駄を省きプロセ

スの最適化および生産ラインの歩留り向上

に貢献しています。 

 

薬液濃度モニタ 

注）各製品のマーケットシェアは当社推定値 

（%） 
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HORIBAのマスフローコントローラの世界シェアの推移 

注）当社推定値 

売上高・営業利益率 
（%） 
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 「半導体・液晶/有機ＥＬパネル製造装置販売統計－2006年度版－」 

（（社）日本半導体製造装置協会） 
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2000年代前半、半導体の大口径化（300mmサイズ）への製品化

遅れでシェアが低下したものの性能・品質の優位性を背景にここ

数年シェアが再び上昇。 
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売上高 営業利益率 

注）2006年12月期は、決算期を3月20日から12月31日に変更したことにより、変則決算となっています。（P.3ご参照） 
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マスフローコントローラ 

成膜工程など半導体製造プロセスにおいて、ガス・液体供給ラインの精密流量制

御を行う機器で、高品質な半導体製造のカギとなるコンポーネントです。 

世界シェア 

36%

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 



26

バランス経営の推進

HORIBAは成長性や安定性、市場規模など性格の異なる4つの事業部門と3つの地域で事業展開を行っ

ています。価値創造を最大限に実現させるためには、各事業部門や地域の特徴に合った戦略を実行し、

特定の事業部門や地域に偏った収益構造ではなく、全社としてバランスの取れた経営を行うことが重要

と考えています。バランス経営の実践により、持続性のある成長が実現できると確信しています。 

1990年代半ばまでは、自動車計測システム

機器部門と分析システム機器部門が売上

高の大半を占め、利益面では自動車計測

システム機器部門に依存していました。

しかし、9 0年代後半からは、戦略的な

M&Aを行い、売上と利益の両面で各事

業部門間のバランスが取れてきました。

事業ごとの好不況の影響を完全に避ける

ことはできませんが、景気サイクルが異なる

事業を展開することにより、全社的な収益

変動を軽減することが可能になりました。 

事業部門のバランス 

事業部門と同様に地域別でも、1990年代半ばまでは売上高の偏りがあり、日本国内向けの販売が大半

を占めていました。しかし、その後のM&Aを活用した海外展開などのおかげで、日本市場への売上高

依存度は36%まで低下しました。今後もアジアの成長と米州における販売拡大で、特定の地域への依

存度はさらに低下していくと見込んでいます。取引通貨の面でも円、ドル、ユーロのバランスが取れており、

為替レート変動の影響を低く抑える経営を実現しています。 

地域のバランス 

地域別売上高と主な取引通貨のバランス（2007年度実績） 

事業部門別営業利益の比較 

自動車計測システム機器部門 

分析システム機器部門 

医用システム機器部門 

半導体システム機器部門 
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注）2006年12月期は、決算期を3月20日から12月31日に変更したことにより、 
　  変則決算となっています。（P.3ご参照） 
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地域別従業員比率（2007年12月末現在） 

M&Aを活用した成長 

海外の企業や事業の積極的なM&Aにより、現在では従業員の約6割が海外従業員となりました。これ

は安価な労働力を求めて海外進出した結果ではなく、博士号を持つ人財など海外の優秀な頭脳を獲

得してきたことによるものであり、日本企業では珍しいケースです。医用システム機器部門と分析システム

機器部門の科学機器事業では、海外従業員が現在セグメントリーダーを務めています。 

人財のグローバル化：約6割が海外従業員へ 

HORIBAは1990年代半ばからM&Aに積極的に取り組み成長を加速させてきました。1996年にフランス

の検体検査装置メーカのABX社（現ホリバABX社）、1997年にフランスの光学分析機器メーカのインス

ツルメンツ社（現ホリバ・ジョバンイボン社）、2005年にカール・シェンク社（ドイツ）のDTS事業（自動車計測

機器事業）を買収しました。M&Aの最大の目的は、事業規模の拡大ではなくグローバルに活躍できる

優秀な現地の人財を獲得することにあります。それらの人財が能力を100%発揮できるよう、時間を掛けて

HORIBAへの融合を図りました。 

HORIBAがM&Aの対象とするのは、従来のHORIBAにはない技術やマーケットでビジネスを行っている会

社が中心です。事業拡大の可能性があるにもかかわらず何らかの理由で研究開発や人財への充分な投資

ができず、事業資源が活かし切れていない会社や事業を対象としてきました。買収後に、HORIBAが資本、

人財、ブランド、生産技術などの面で経営資源を投入するという手法を用いて、価値創造を進めてきました。 

HORIBAのM&Aの特徴は、従来から取引関係などがある良く知った相手との友好的なM&Aであること、

似通った会社を買収して規模拡大やリストラによる効率化をめざすのではなく事業戦略上のシナジー効果が

見込める相手に絞ること、さらに、M&A交渉、企業価値の評価、デューデリジェンス（買収監査）などプロセス

の大半をHORIBAの従業員が直接行うことです。自主的に関与していくことにより、失敗のリスクが低減す

るとともに、M&Aのノウハウが社内に蓄積され、将来のM&Aに活かすことができます。 

M&Aを通じた価値創造 

・ 企業文化の共有：6ヶ国語で書かれたブランドブックを作成、全世界の全従業員に配布 

・ 業務システムの統合：2007年から全社共通の基幹情報システムの導入を順次開始 

・ コミュニケーション活性化：様々な部門での国際会議開催（英語のみ）、人財交流プログラムの実施 

M&Aを成功に導くためには、企業文化の共有、業務システムの統合、グローバルな人財の交流に

よるコミュニケーションの活性化などが不可欠であり、そのための仕組みづくりをしています。 

M&A後の融合を早める仕組み 

日本 
43%

欧州 
34%

アジア 
（除く日本） 
7%

米州 
16%
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見えない資産による価値創造 

見えない資産の考え方 

果実の数や収穫高も大切だが、根がしっかり伸びているかがもっと大切。 

HORIBAの経営のなかで、見えない資産（＝財務諸表に載らない資産）はとても重要です。見える

資産である毎年の果実（＝利益）や幹・枝葉の状態（＝バランスシート）が大切であることは当然ですが、

豊かな土壌（＝企業文化）にしっかりと太い根（＝見えない資産　ex .人財、技術、お客様、組織力、

ブランド）を伸ばしてくことが経営の本質と考えています。短期的な収益最大化に経営が偏り、見えない資

産への投資を怠っては、持続性のある成長を実現し、企業価値を向上させることはできないと考えています。 

見えない資産の育成＝持続性のある成長 

人財 

技術 

お客様 

組織力 

ブランド 

果実の数：今期の利益 

土壌＝企業文化 

見えない資産 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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HORIBA社内で使用されている紙コップ 

HORIBAは技術力を競争優位の源泉とする研究開発型企業であるため、独創的なアイディアやプロセ

スを創造し続けることが生命線となります。そのような新しい発想や創造は個人から生みだされることか

ら、従業員それぞれがHORIBAの企業文化「おもしろおかしく」「オープン＆フェア」「ベンチャー精神」

を理解し、それを個々の"おもい"に変えて実践することが持続性のある企業価値創造のベースになる

と考えます。 

従業員には、母国の習慣や価値観、文化、歴史などを外部に伝達・表現できる能力が求められるとともに、

異文化を正しく理解、許容できる国際感覚を兼ね備えた人財となることが望まれます。それをサポートす

る制度として、グローバルに活躍できる基幹人財育成のための研修や交流プログラムを設けています。

また、「チャレンジせずに失敗しなかった人」よりも「チャレンジして失敗した人」が高く評価される加点主義

の人事・業績評価システムを採用することで従業員のさらなるチャレンジを喚起しています。 

HORIBAの経営で重視しているのは、社是「おもしろおかしく」に象徴される独特の企業文化を中心に

据えて事業を推進することです。そうすれば、「見えない資産」である人財が最大限のパワーを発揮でき

る企業体を維持できると考えます。 

 

最も大切な見えない資産＝人財 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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Great Place to Work Institute（GPTW）Japanが実施した第2回 日本の「働きがいのある会社」調査において、HORIBAは

6位になりました。GPTWが定義する「働きがいのある会社」とは従業員同士、従業員と会社の間の「信用、尊敬、公正、誇り、

連帯感」の5つの要素からなります。このランキングの特色は、従業員向けのアンケートを通して得られた従業員の声が評価点

全体の2/3のウェートを占めていることです。特にHORIBAは"人財育成に投資を惜しまない"、"「おもしろおかしく」働ける環境づ

くりに注力している"点などが高く評価されました。 

Best Company to Work 

「働きがいのある会社」としてのHORIBA

 

HORIBAの価値創造を担う「見えない資産」は社内にとどまりません。1957年に生産協力企業32社に

より設立された「堀場洛楽会」は、堀場製作所の創業時から少量発注や特殊加工など様々な要望に

応えHORIBAの成長を影で支えた大切な「見えない資産」です（2007年12月末現在、会員企業54社）。

「堀場洛楽会」は、新製品投入時の迅速な立ち上げ、納期短縮、コストダウンなど、HORIBAの生産活

動における価値創造に欠かせない存在になっていますが、その活動は技術や生産面の協働にとどまり

ません。協力企業の若手経営者と企業経営に関する研修や勉強会などの交流を通じて共同体意識を

高めるなど、相互の経営基盤の強化にも大きな役割を果たしています。 

社外の見えない資産＝サプライヤーとの協調 
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技術開発が持続的成長の源泉 

代表取締役副社長 

石田 耕三 （いしだ こうぞう） 

1944年生まれ。1970年堀場製作所入社。入社以

来、ガス分析計の開発、特に非分散赤外線分析計

の開発に従事。1985年ホリバ・ヨーロッパ社（ドイツ）

社長に就任。1988年堀場製作所取締役就任、開発

センター長を兼務。2002年取締役副社長に就任。

現在も産学官の研究プロジェクトのリーダーとして

活躍する傍ら、同志社大学の客員教授として、修士

課程の学生の指導にあたっている。工学博士。 

中長期計画目標の売上高1,500億円を達成し、次のステップである2,000億円を目指すには、技術開発

が最も重要なドライバーと考えています。 

技術開発は企業にとって価値創造の源泉であり、このライフライン（生命線）が絶たれると衰退を招きます。

HORIBAはこれまで業績の良い時も悪い時も売上高比5%-7%の研究開発投資を継続することで価値

創造の循環を止めることなく成長を維持してきました。例えば、2005年9月に買収したカール・シェンク社

（ドイツ）のDTS事業（自動車計測機器事業）はHORIBAが買収するまでの数年間、技術への投資を

抑制していました。現場には技術に対する熱い"おもい"を持って開発している技術者が多数いるにも

かかわらず、そのリソースが十分活用されないまま価値創造が停滞しているという状態でした。HORIBA

が投資を再開しライフラインを復旧させたことで、再び価値創造のサイクルに入ることができました。今後

も既存製品の改善、新技術・新製品開発、M&A、新しい事業領域への展開など積極的な開発投資を

行い、HORIBAがもつ既存の技術と新技術を融合した高付加価値の技術を創造することで、市場での

優位性を確立するとともに、より高度な技術を次世代へ継承していきます。 

技術力は売上高2,000億円へのドライバー 

売上高研究開発費比率 
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基本技術の製品への展開 

米国で開催された2006年度ピッツバーグコンファレンス（世界分析化学学会）において、創業者である堀場雅夫が「ピッツ

コン・ヘリテージアワード」を受賞しました。本賞は、分析化学に際立った貢献を果たした企業家・研究者に贈られる権威ある

賞です。同時に、分析化学業界の発展に大きく貢献した企業経営者の功績を後世にわたって称えるPITTCON Hal l  of  

Fameへの殿堂入りをアジア人で初めて果たしました。 

ピッツコン・ヘリテージアワード 

創立50周年にあたる2003年に堀場雅夫賞を設立しました。本賞は画期的な分析・計測技術の創生が期待される研究開

発に従事する国内外の若手研究者・技術者を支援するもので、科学技術における計測技術の地位向上への貢献を目的と

しています。賞の対象分野は、分析・計測技術の中でも堀場製作所が育んできた原理や要素技術を中心に毎年分野を定め、

ユニーク、かつその成果や今後の発展性を世界的にアピールすべき研究・開発にスポットを当てています。 

堀場雅夫賞 

赤外線計測技術 
気体中の成分のリアルタイム 

分析に適した技術 

ガス流量制御技術 
気体の流量を測定し、 

流量を瞬時に制御する技術 

粒子径分布技術 
粒子径とその粒度分布を 

測定する技術 

半導体 自動車 分 析 医 用 

ＨＯＲＩＢＡは特定の分析・計測技術に絞り込んで開発資源を投入し、そのコア技術を応用展開して市場が異なる４つの事業部門

の製品開発を効率的に行っています。 

技術力の強化においてはスピードを重視するため、自社開発にこだわらず、M&Aや外部との連携なども

取り入れていきますが、自社開発のスピードそのものを上げていくことが大きな課題です。そのためには

開発プロセスをもっとオープンにして、グローバルに知識を共有することが必要と考えています。固定され

がちなイメージをどう打ち破るかが開発者やエンジニアの仕事です。海外との連携や、企業間の連携、

さらには協業、技術交流を通して視点を外に向け、どういうマーケットで技術がつながるかを考え、グロー

バルに活躍できる開発者やエンジニアの育成を図ります。米国シリコンバレーに設立したHORIBAテクノロ

ジーセンターは、その象徴的な存在となると確信しています。また堀場雅夫賞を創設したのも、分析・計

測というスポットが当たりにくい研究分野で、埋もれた技術や技術者を発掘することが大きな目的です。 

課題はスピードアップ 

過去の著名な殿堂入りメンバー 

A.O.ベックマン（Arnold O.Beckman）：ベックマン・コールター社創業者 

D.パッカード（David Packard）、W.ヒューレット（William Hewlett）：ヒューレットパッカード社創業者 

C.エルマー（Charles Elmer）、R.パーキン氏（Richard S.Perkin）：パーキンエルマー社創業者 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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ガバナンスとCSRの考え方 

（株）堀場製作所はコーポレート・ガバナンスがあまり注目されなかった頃から、「オープン＆フェア」の企

業理念に基づきオーナー（株主）への責任を重視して以下のような施策を実行してきました。 

コーポレートガバナンス 

・ 社外取締役や社外監査役の選任 

　社内の内向きの論理に偏る経営を避けるため、1953年の会社設立時から外部の人財を登用し、 

　その方針を現在まで継続しています。 

・ 株主還元を重視した配当政策の実施 

　日本の上場企業では最も早く1972年以来35年間にわたり配当性向（個別純利益の30%）をベース

　とした株主配当の支払いを継続しています。 

・ 開かれた株主総会 

　1972年の上場以来、多くのオーナー（株主）に出席いただきたいという"おもい"から、 

　個人の方が参加しやすい、土曜日に開催しています。 

・ 取締役会と執行の分離 

　取締役会の形骸化を防ぎ、活発な議論ができるように1998年から執行役員制を導入しています。 

　取締役の数は1997年の9人から現在は5人に減少しています。 

取締役会 
（取締役） 

監査役会 
（監査役） 

 

代表取締役社長 

委員会等＊ 

コーポレートオフィサー 

事業部門長（統括部長） 

HORIBAグループCSR推進委員会 HORIBA CSR推進委員会＊＊ コンプライアンス委員会 

オペレーション会議 

業務執行 モニタリング 

内部統制 

事業部門別経営会議 

株主総会 

IMS 統合マネジメントシステム 
（品質･環境･労働安全衛生） 

 

会計監査人 

法定、輸出、法務、公的 
補助金、子会社管理等監査 

HORIBA コーポレートフィロソフィー・倫理綱領　　 おもしろおかしく・オープン＆フェア 

内部監査部門 
（グループ経営監査室） 

選任／解任 選任／解任 

連携 

選任／解任 

監査・ 
モニタリング 

監査・モニタリング 会計監査 

監督 

報告 

監査 

監査 

連携 

連携 連携 
方針報告 諮問・提言 

付議報告 

報告 

報告 

報告 
指揮命令 

指
揮
命
令
・
報
告 

＊   委員会等とは、公的補助金事業管理推進委員会、安全衛生委員会等「会議・委員会規程」に基づき設置、登録された会議、委員会をいう。 
＊＊ CSR推進委員会は、CSR方針･重点施策の決定、CSRに関する具体的活動のとりまとめのほか、リスク管理推進に関わる課題や対応策に 
　  ついて、協議、承認する。 

選任／解任／再任の同意 
会計監査相当性の判断 

 

選定／解任 
業務執行指示 

監督 
業務執行委託 

コーポレートガバナンス体制図 
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「分析の大切さとおもしろさを多くの人に伝えたい、環境

問題を身近なものに感じてもらいたい。」 

そんな従業員の"おもい"から、体験型実験イベントが

1985年にスタートしました。現在ではHORIBA製品と身

近な素材を使った実験を行う環境啓発授業へと進化し、

小・中・高生や一般市民を対象に有害物質の環境や身

体への影響を教える授業など、日常生活の中で環境問

題を考える場を提供しています。2007年度は年間6回

開催し、261名の参加がありました。 

環境啓発授業の開催 

（株）堀場製作所は、2006年5月に「内部統制システムの構築に関する基本方針」を取締役会で決議し

制定しました。同時に、金融商品取引法（日本版企業改革法）に基づいた財務報告の適正性確保に関

する内部統制システムを整備し、より適正で信頼性の高い財務報告システムの構築と、業務の「見える化」

による作業効率の向上を推進しています。 

内部統制 

4つの事業部門（自動車・分析・医用・半導体）で展開しているHORIBAの製品は「環境・健康・安全・

エネルギー」と深く関係しています。事業の本流から外れない企業活動がCSR活動そのものであり、

社会貢献につながると考えています。 

CSR方針：事業を通じたCSR活動の推進 

●「コンプライアンス委員会」の設置による従業員の法令遵守意識の向上と業務推進体制の強化 

●「統合マネジメントシステム（IMS）」の導入による、意思決定の迅速化、並びに業務効率の改善とリスク 

　管理活動の推進。 

　　ISO-9001（品質）、ISO-14001（環境）、OHSAS-18001（労働安全衛生）、ISO-13485（医用）

　　の各認証を一体化させた統合的な運用。 

コンプライアンスとリスク管理体制 

・「コンプライアンス管理規程」「倫理綱領」の制定による体制強化 

・「内部通報制度」の導入による違法行為の未然防止と早期発見・是正 

・ 社外弁護士相談窓口や内部通報専用Eメールアドレスの設置 

HORIBA 2007年度 アニュアルレポート 
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会計年度：  

売上高 

営業費用 

営業利益 

税金等調整前当期純利益 

法人税等 

当期純利益 

資本的支出 

減価償却費及び償却費 

研究開発費 

 

 

会計年度末：  

総資産 

有形固定資産 

純資産 

 

１株当たり情報： 

当期純利益 

純資産 

配当金 

 

財務比率： 

総資本当期利益率（%）（ROA） 
株主資本当期利益率（%）（ROE） 
たな卸資産回転期間（日） 

株価収益率（倍）（PER） 
自己資本比率（%） 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 

連結配当性向（%) 
個別配当性向（%)

¥ 78,501 
73,027 
5,474 
3,119 
2,161 

786 
3,444 
2,915 
4,044 

¥100,542 
19,000 
40,144 

¥ 22.21 
1,293.30 

14.50 

0.8 
2.0 
87 

34.4 
39.9 
8.2 

57.2 
40.8 

¥85,073 
78,223 

6,850 
4,780 
2,574 
2,074 
3,501 
3,037 
5,129 

¥92,657 
18,841 
43,348 

¥ 62.90 
1,350.31 

10.00 

2.2 
5.0 
81 

21.9 
46.8 
15.5 
15.3 
30.3 

¥92,492 
83,119 

9,373 
6,105 
2,290 
3,524 
3,956 
2,944 
5,636 

¥99,913 
18,481 
52,263 

¥ 98.33 
1,415.75 

16.00 

3.7 
7.4 
82 

19.8 
52.3 
25.4 
16.5 
41.8 

¥116,099 
104,392 

11,707 
10,588 

4,028 
6,510 
5,059 
3,246 
6,136 

¥129,236 
21,700 
72,375 

¥   154.23 
1,710.75 

26.00 

5.2 
9.4 
92 

28.5 
56.0 
23.7 
16.9 
30.0 

�
$1,263,977 �

1,119,168 �
144,809 �
123,574 �

47,473 �
76,137 �
81,787 �
36,452 �
82,996 �

�
�
�

$1,352,317 �
210,872 �
704,170 �

�
�

$  1.80 �
16.58 �

0.34 

2003.3 2004.3 2005.3 2006.12

�
¥144,283 �

127,753 �
16,530 �
14,106 �

5,419 �
8,691 �
9,336 �
4,161 �
9,474 �

�
�
�

¥154,367 �
24,071 �
80,381 �

�
�

¥   205.01 �
1,892.64 �

39.00 �
�
�

6.1 �
11.4 �

82 �
20.0 �
52.1 �
21.2 �
19.0 �
30.1 �

�

2007.12

¥105,665 
94,390 
11,275 
10,748 

4,214 
6,473 
5,664 
3,173 
6,553 

¥119,976 
20,223 
65,446 

¥   154.27 
1,548.08 

28.00 

5.9 
11.0 

85 
23.9 
54.6 
34.2 
18.1 
33.8 

2006.3 2007.12

（計算式） 

1株当たり当期純利益（円）＝（当期純利益ー役員賞与予定額）※／（発行済株式総数ー自己株式）×100 
1株当たり純資産（円）＝（株主資本ー役員賞与予定額）※／（発行済株式総数ー自己株式）×100 
総資本当期利益率（%）（ROA）＝当期純利益／前期当期平均総資本×100 
株主資本当期利益率（%）（ROE）＝当期純利益／前期当期平均株主資本×100 
たな卸資産回転期間（日）＝前期当期平均たな卸資産／1日当たり売上高 
株価収益率（倍）（PER）＝期末株価／1株当たり当期純利益 
自己資本比率（%）＝自己資本／総資本×100 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）＝（営業利益＋受取利息及び配当金）／支払利息及び割引料 

連結配当性向（%）＝配当金／当期純利益×100 
個別配当性向（%）＝配当金／個別当期純利益×100 
 

※2006年12月期より役員賞与を一般管理費で計上 

注記： 

記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。米ドル金額は、便宜上、2007年12月31日現在の東京外国為替市場での円相場 1米ドル＝114.15円で換算しています。 
2003年3月期より、1株当たり当期純利益に関する会計基準及び同適用指針を早期適用しています。 
2006年12月期より、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用していますが、それ以前の年度については組み替えしておりません。 
2006年12月期は、決算期を3月20日から12月31日に変更したことにより、当社並びに（株）堀場アドバンスドテクノが9ヶ月+11日、（株）堀場エステックが9ヶ月の変則決算となっております。 

1. 
2. 
3. 
4.

単位：百万円 単位：千米ドル（注記1） 

単位：円（注記2、3、4） 単位：米ドル（注記1） 

6年間の主要財務データ 

本誌記載の会計年度は営業期間の終了した年を表記しています。例えば、2006.3は2006年3月20日、2007.12は2007年12月31日に終了した会計年度です。 
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コーポレートフィロソフィー 

社是：おもしろおかしく 
“人生のもっとも活動的な時期を費やす仕事にプライドとチャレンジマインドを持ち、 

エキサイティングに取り組むことによって人生の満足度を高め、よりおもしろおかしく過ごせる” 

事　業 

私達の事業は、エンジン計測・研究／産業用・環境計測・半

導体・医用／健康・人間／生物工学の各事業分野において

展開するものとし、派生製品・周辺製品の事業化については、

科学技術の発展あるいは社会生活の利便性向上をもたらし、

かつ地球環境保全を阻害しないものでなければなりません。

　また、その事業活動は、全ての環境関連法規を遵守すると

ともに、環境の改善・保護の為の自主管理基準を設け、環境

保全システムを構築・維持・発展させるために、最大の努力を

払います。その為に、グループ会社は、最良の環境保全シス

テムの取得を積極的に行わなければなりません。 

　私達はグローバルに展開している会社や事業所で、個々の

強みを生かし、開発・生産・販売・サービスの各機能を分担し、

世界中のお客様に、より付加価値の高い製品・サービスを最

適納期で提供することに努めます。 

　また、私達はお客様の様々な要求にきめ細かく対応しなけ

ればなりません。その為には、対象とする事業の選択に留意し、

限られた事業資産を効率的・集中的に投入することによって、

それぞれの事業・製品分野において世界市場のリーダーとな

ることを望んでいます。 

 

顧客対応 

私達は、お客様の満足を得られる製品を提供し続けるために、

基礎技術・製品化技術の両面において、極限まで技術を追

求します。 

　また世界中のどの地域であっても同品質の製品・サービス

の提供を保証し、同時にその製品・サービスの品質は最高級

のものでなければならないと考えています。その為、私達は品

質管理システムを構築・維持・発展させるために、グループ会

社に最良の品質管理システムの取得を義務付けています。 

　私達はお客様に製品・サービスを最適納期で提供するため、

超短納期企業（Ultra-Quick Supplier）である事を宣言しま
す。超短納期は、生産面だけでなく、開発・販売・サービス・管

理等私達の活動の全てにおいて達成されなければならないと

考えています。 

投資への責任 

私達は、毎期の税引後当期利益の一定割合を株主に配当

する配当性向主義を基本政策としています。 

　投資家・利害関係者に対し定期的に経営状況を報告する

とともに、事業・経営に関する重要な事項がある場合はこれを

遅滞無く開示することで、経営の透明性維持を保証します。 

　グループ会社には、統一性のある経理基準・システムを導

入し、共通の情報基盤による即時性のある経営管理システ

ムが確立されなければなりません。また、グループ会社の経営

陣は、利益確保・配当実施、健全で透明な経営及び管理シ

ステムの確立、人財の開発に対する責任を共有しています。 

 

従業員 

私達は、グループ会社がベンチャー精神をもとに設立された

事に誇りを持っています。グループ従業員一人ひとりは起業

家精神を維持し、個性的なアイデアや改革の実現に努力す

る事を期待されています。 

　グループ従業員に対してそれぞれの可能性を最大限に生

かし、目標を達成する為に、オープンでフェアーな労働環境を

提供します。グループ従業員は個々のさらなる成長の為、異

文化を相互に理解でき、伝えられる国際感覚を兼ね備えた人

間である事が求められます。その実現に向けて具体的な取り

組みとして、国際基幹人財育成・交流プログラムと人事業績

評価システムを構築します。また業績評価に際しては、チャレ

ンジ精神をもって業績の向上に努力している者に報いるため、

加点主義をその根幹とします。 
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代表取締役会長兼社長　　　堀場　厚  
代表取締役副社長   石田　耕三  
常務取締役   佐藤　文俊  
取締役   齊藤　壽一  
取締役（社外）   杉田　正博　萬有製薬（株）常勤監査役  
監査役（常勤）   田嶋　寛　 
監査役（社外）   石角　完爾 　千代田国際経営法律事務所  代表弁護士 
監査役（社外）   石田　敬輔 　（株）写真化学代表取締役会長兼社長 

本社   〒601-8510　京都市南区吉祥院宮の東町2番地 
創業   1945年10月17日  
設立   1953年1月26日  
資本金   11,952,684,480円 
従業員数   4,976名（連結） 
決算日        12月31日  
定時株主総会  　  3月  
株主名簿管理人   中央三井信託銀行株式会社  
会計監査人   あずさ監査法人  
上場証券取引所   東京証券取引所第一部  
   大阪証券取引所第一部  
   証券コード：6856

株主名 持株数（千株） 株式数比率（%） 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 
タイヨウ　ファンド・エル・ピー 
堀場　雅夫 
指定単受託者三井アセット信託銀行株式会社1口 
ソニー生命保険株式会社 
株式会社みずほコーポレート銀行 
株式会社京都銀行 
堀場洛楽会投資部会 
京都中央信用金庫 

役　員 

企業概要 2007年12月31日現在 

2008年4月1日現在 

2007年12月31日現在 大株主一覧（上位10名）  
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2.28
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株価の推移 

（円） 
株価（各月終値ベース） 

株主数  5,225人 

発行済株式の総数 
42,473,752株 
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株式会社 堀場製作所 
〒601-8510 京都市南区吉祥院宮の東町2番地 
Phone： 075-313-8121   Fax： 075-312-7389 
E-mail： ir-info@horiba.com 
URL： http://www.horiba.co.jp

G07-0028 この印刷物は、E3PAのゴールド基準に適合した 

地球環境にやさしい印刷方法で作成されています 

E3PA：環境保護印刷推進協議会 

http://www.e3pa.com






